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ジオポリティカル・アップデート 

I. 米政府、ロシア制裁を行使 

米政府、ロシアによる選

挙介入を理由とした制

裁を発表 

米財務省は 3/15、2016 年米大統領選の操作を目的としたサイバ

ー攻撃と、昨年夏に全世界に広まったサイバー攻撃（NotPetya）

を理由に、ロシア（対象は 19 人、5 団体）に対する制裁1を行使

した。米大統領選介入でロシアに報復措置を講じるのは今回が初

めて。同日、連邦捜査局（FBI）と国土安全保障省（DHS）は、

米主要インフラを標的としたロシア政府によるサイバー攻撃に関

する “Technical Alert”を発表。これまで親ロ路線だったトランプ

政権の軌道修正を示唆する動きである。 

トランプの親ロ路線への

懸念 

就任後の米大統領が、前政権下で冷却化した米ロ関係の方向転換

（リセット）を求めるのはごく自然であり、トランプも例外では

ない。しかし、ロシア政府が米大統領選の操作を目的にサイバー

攻撃を仕掛けたという非常事態と、米議会が圧倒的多数で対ロ制

裁法案を可決した政策環境において、ロシアへの報復措置を講じ

なかったトランプ政権への疑念は議会だけでなく、政権内でも高

まっていた。今年 1 月末に発動するはずだった対ロ制裁措置を見

送ったことで、トランプ政権への懸念は一層に高まっていた。 

なぜこのタイミングで対ロ

制裁を実施したのか、そ

の理由は不明 

そんなトランプ政権が突然、「ロシアによる米大統領選介入」へ

の報復措置を講じたということだが、なぜこのタイミングで実施

したのだろうか。1 月末の時点で米政府が対ロ制裁を検討してい

たことは確かだが、3/4 にロシアの元情報機関員が英南西部ソー

ルズベリーで猛毒で攻撃された事件（依然重体のまま）に関連し

て、制裁発表のタイミングが早まったとの見方もある。（元スパ

イへの攻撃事件の 2 日後にムニューチン財務長官と情報長官コー

ツが「対ロ制裁を近日中に実施する」と発表。）そして 3/14

に、メイ英首相による駐英ロシア外交官 23 人に対する追放命

令、事件に関する米英仏独の抗議声明、米政府による対ロ制裁の

3 本立てで発表されたことになる。 

                                            

1 制裁対象者・企業の米資産は凍結され、米国人との取引も禁じられる。 

https://www.us-cert.gov/ncas/alerts/TA18-074A


丸紅ワシントン報告 

2018年 3月 22日 
  

 

2 

制裁の効果は限定的 米英仏独が対ロ政策で協力しているのであれば、トランプ政権の

対ロ政策が従来型に回帰したという説明も考えられるが、制裁に

よる実際の「効果」という視点から見ると、米国に仕掛けたサイ

バー攻撃に比例した報復措置とは言い難い。例えば、今回の制裁

対象となったロシア情報機関員 6 人の内、4 人はオバマ前政権下

で制裁対象になっていた。同じく、今回の制裁対象となったロシ

ア連邦保安庁（FSB）とロシア連邦軍参謀本部情報総局（GRU）

もオバマ前政権下で制裁対象になっている。元財務相高官によれ

ば、「注目は次回の制裁発表で、ロシアの新興財閥や、米国内に

資産を持つロシア人が制裁対象になるかどうかだ」と説明してい

る。従い、今回の制裁がトランプ政権の軌道修正を示す動きと位

置付けるのは時期尚早かもしれない。 

II. イラン政策、外交人事の交代による影響 

3 回目の欧米協議を実

施、イラン合意の修正で 

トランプは 1/12、イラン核合意に基づく米国制裁の「最後の免

除」を講じ、免除の失効日である 5/12 までに合意の修正が実現

しなければ「合意を破棄する」と宣言。今回で 3 回目を迎えた欧

米協議は 3/16、ウィーンで行われた。以前、ロイター通信が入

手した国務省公電によれば、当面の目標は「合意修正に関する欧

州のコミットメントを得ること」であり、5/12 までに合意を修

正することではない模様。従い、5/12 までに合意修正に関する 

“agreement in principle”のようなコミットメントに各国が署名

し、5/12 以降に詳細を詰めるというイメージになる。今回の会

議に出席した米国代表のフック国務省上級政策顧問は会議後の記

者会見で、「5/12 までの合意を目途に、欧州との協議を行うよ

う大統領から指示された。5/12 後に関する指示は受けていな

い」とコメント。 

ティラーソン解任と欧米

交渉への影響 

ティラーソン長官の解任に続いて、側近のピーターリン首席補佐

官が辞任したことで、核合意に関する欧米交渉を担当するフック

上級顧問の辞任も心配されていた。しかし、フック氏はティラー

ソン長官のホワイトハウス・リエゾンとして、トランプの娘婿で

あるクシュナー大統領上級顧問やミラー大統領上級顧問との関係

を深め、そのお陰で解任は免れたとの情報もある。従い、今のと

ころは欧米協議は支障なく続くと予想できる。 
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タカ派で揃うトランプ外

交 2.0、核合意に影響 

ティラーソンの後任に選ばれたポンぺオ CIA 長官は、下院時代

にイラン核合意の破棄だけでなく、イランの政権転覆に向け「米

国の積極的な取り組み」を呼び掛けていた。（尚、ポンぺオ氏が

独自の側近を揃える可能性が強く、フック氏の位置づけも気にな

るところである。）他方、マクマスターの後任に、ボルトン元国

連大使の名前が挙がっている。同氏は昨年 8 月に「イラン核合意

から脱退する方法」というレポートを作成しており、代表的なタ

カ派外交官である。ボルトン以外に、国家安全保障会議（NSC）

のキース・ケロッグ事務局長も検討されている。何れにせよ、ト

ランプの世界観を共有する人材が選ばれる可能性が強い。 

III. ベネズエラ制裁  

大統領選を 5/20 に延

期するも、米政府は制

裁を検討 

ベネズエラの全国選挙評議会が 4/22 に前倒ししていた大統領選

を 5/20 に延期すると発表。12 月に予定されていた選挙を 4 月に

前倒ししたことで国内外からの批判を招き、5/20 に延期したと

みられる。しかし、米政府は 5/20 前後のタイミングで同国の石

油産業を対象とした制裁を実施する方向で内部の議論を進めてい

る模様。具体的には、ベネズエラからの原油輸送に対する保険の

制限、軍事系石油企業への制裁、ベネズエラ向け石油製品、軽質

油の輸出の禁止などが検討されている。 
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